
62 知的資産創造／2024年6月号

シリーズ 価値創造のためのイノベーションの再考
価値創造のためのイノベーションの再考

第 1回　 なぜ、日本企業に 
イノベーションが必要か

青嶋  稔

CONTENTS Ⅰ　なぜ、日本企業にイノベーションは生まれにくいのか
Ⅱ　本シリーズの概要

要約 1	 かつて日本企業からは多くのイノベーションが創出されたが、製造業におい
ては新しい技術に対するこだわりや自前主義が強すぎることから、昨今、イ
ノベーションが生まれにくくなっているという問題意識を多くの経営者が抱
いている。

2	 その原因は、流動性の低い人材、失敗の許容度が低い組織、風土などイノベ
ーションが生まれにくい環境にもあったともいえる。

3	 こうした状況を打破し、日本企業がどうしたらイノベーションを創出してい
けるかについて、10回にわたって述べていく。

4	 第 2 回以降、本シリーズは以下の構成で展開する予定である。第 2 回 企業理
念とリーダーシップ、第 3 回 イノベーションを推進する組織・人材、プロセ
スのあり方、第 4 回 組織風土のあり方、第 5 回 オープンイノベーション、
第 6 回 サステナビリティとイノベーション、第 7 回 デジタルの活用による
イノベーションの推進①、第 8 回 デジタル活用によるイノベーションの推進
②、第 9 回 無形資産の考え方、第10回 まとめ。
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価値創造のためのイノベーションの再考

Ⅰ	 なぜ、日本企業にイノベーションが
	 生まれにくいのか

日本企業の経営者の中には、長らく、日本
企業発のイノベーションが生まれにくくなっ
ているという問題意識が存在している。

戦後、日本は技術立国としてGDPを大き
く成長させてきた。製造業では、オイルショ
ック下で排気ガス規制が強まった最中に発売
された本田技研の「CVCC」や、今でも世界
中で利用されている「スーパーカブ」、日清
食品の「チキンラーメン」や「カップヌード
ル」など、多くのイノベーションが創出され
た。サービス産業においても、米国発のコン
ビニエンスストアが日本で独自の進化を遂
げ、その過程でさらに多くのイノベーション
を創出してきた。

しかしながら「失われた30年」以後、日本
企業発のイノベーションは目立たなくなって
いる。もちろん、トヨタ自動車のハイブリッ
ド車や、「MIRAI」に代表される燃料電池車
は大きなイノベーションであるが、とりわけ
製造業では、ハードウエアからクラウド、
AIといったソフトウエアへと付加価値の源
泉がシフトするに伴い、イノベーションが生
まれにくくなっている一面もある。そもそ
も、イノベーションとは何だろうか。

イノベーションを最初に唱えたのは、オー
ストリア出身でハーバード大学教授であった
ヨーゼフ・シュンペーターである。彼は、

「イノベーションとは価値の創出方法を変革
して、その領域に革命をもたらすこと」であ
り、「技術革新に限らず、社会に新たな価値
をもたらす創造であればすべてがイノベーシ
ョンである」といっている。彼によれば、イ

ノベーションは次の 5 つに分類される。

①新しい財貨の生産（世の中にまだ存在し
ていない、あるいは消費者にまだ知られ
ていない革新的な製品やサービス）。た
とえば、ソニーの「ウォークマン」など
全く新しい革新的製品やサービスなど

②新しい生産方法（製品の新しい生産方法
や取扱方法を生み出すこと）。たとえ
ば、トヨタ生産方式、フォードが発明し
た大量生産方式など

③原料の新しい供給源の獲得。たとえば、
現在、希少性が問題となっているスマー
トフォンのレアメタルのように新しい材
料を使って品質や性能を格段に上げるこ
とや、東レの炭素繊維など

④新しい組織の出現。たとえば、コンビニ
エンスストアの全国展開を可能としてい
るフランチャイズ方式のように、組織形
態によりイノベーションを実現すること

⑤新しい販路の開拓

ポイントは、イノベーションは新しい技術
には限らないという点である。イノベーショ
ンの重要性は、顧客にとっての新しい価値が
創造されているところにある。つまり、既存
の技術を組み合わせることによってもイノベ
ーションすなわち新しい価値創造ができるの
である。

日本の製造業は自前主義が強く、新しい技
術からイノベーションを起こそうとする傾向
がある。そのため、顧客にとっての価値を大
きくできずに、俗にいわれる「技術で勝って
商売に負ける」ことが起きやすい。この状況
が変わらない限り、多様なイノベーションを
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創出するのは難しい。
新技術に固執するのは、知財に対する捉え

方の狭さに起因すると考えられる。たとえ
ば、知財部門は特許の件数にこだわるため、
眠っている特許が多い。これは無形資産とい
う考え方が乏しいことと直結している。

次に人材・組織という観点から考えてみた
い。人材の流動性が極度に低く、一つの企業
の勤務経験しかないことも多い。図 1 は、経
済協力開発機構（OECD）が出している労働
市場の流動性と生産性の比較であるが、概し
て流動性が高い国が生産性も高い。日本は流
動性が低く、生産性も低い。この図から分か
ることは、流動性が高い国は質のよい労働者
を維持するために給与が上がる傾向にあり、
流動性が低い国は給与を上げなくても人材の
確保が容易ということである。

日本企業の強みは、終身雇用による企業と
社員の長期にわたる雇用関係であった。しか
し現在は、ヒエラルキーや組織間の壁が組織
の硬直につながり、社員の視野の狭さや自身
でキャリア形成する意識の乏しさ、さらに
は、士気の低さにもつながっている。実際、
日本企業の士気、エンゲージメントレベルは
非常に低いことが米国調査企業ギャラップの
調査でも定量的に示されており、仕事に対す
る満足度はわずか 5 ％となっている。このよ
うな状況がイノベーションを阻害していると
も考えられる。

昨今は労働市場の流動性が高まってきた
が、それでも欧米、アジア諸国と比較すると
日本は圧倒的に低い。この流動性の低さがも
のの見方を狭くしている可能性も高い。つま
り日本では、企業の壁を越え、外部と結びつ

図1　主要先進国における労働市場の流動性と労働生産性の関係（1990年～2020年平均）
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※ 「労働市場の流動性＝前年からの短期失業者（ 1カ月以内）の増減／当年の労働力人口」として算出
出所）経済開発協力機構のデータを基にした経済産業省の資料より作成

https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/mirai_jinzai/pdf/001_04_00.pdf
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き、さまざまな異種のものを結合させながら
新しい価値を生み出す人材が生まれにくい。
もしくはそのような人材が組織のヒエラルキ
ーの中で力を発揮できずに埋もれてしまうの
である。その結果、日本企業は「失点が少な
い人がヒエラルキーのトップに上り詰めるこ
とができる」という見方もできる。このよう
な組織からはイノベーションが生まれにくい
のは当然であろう。

次に、技術立国といわれた日本の技術につ
いて見てみる。技術力に強みがあるといわれ
てきた日本だが、今では中国や新興国にも追
いつかれている分野が多く、何よりビジネス
で勝てていない。技術を利益に反映できてい
ないのである。そのため、技術基盤が大きく
揺らいでいる。技術は社会基盤であり、これ
らが揺らいでいるということは、今後、イノ
ベーションが生み出せなくなる可能性がある
ということを意味する。

さらに、技術の根底にある人材について見
ると、ポスドクの問題がある。日本では、ド
クター（博士号）を取った人材の処遇が諸外
国に比較して低い。1990年代から大学院重点
化政策を起点に博士課程修了者が増えたが、
大学院終了後に助手、准教授、教授へと上る
階段が限定的なことから、期限つきの採用と
なってしまうなど不安定な環境に置かれてい
る。こうした状況では、イノベーションの重
要な一つの要素である技術力は揺らぎかねな
いため、大学側だけでなく、企業側もともに
大学の研究者を支える仕組みを構築しなけれ
ばならない。

さらに、法令が厳しいことからさまざまな
イノベーションを日本で生み出しづらいとい
う一面もある。たとえば規制緩和が問われる

問題の一つにシェアライドがある。筆者は
2024 年 3 月、AIベンチャーを巡るためサン
フランシスコに出張し、Waymo社の自動運
転タクシーを体験したが、人間の運転手より
スムーズで安全な運転に驚いた。これこそ、
人手不足の日本が取り組むべきものだと思っ
たものである。だが、本シリーズでは、この
国の法令について問題認識は持つものの、ま
ずは企業自らの変革に焦点を当てたい。国の
制度が変わらなくとも、民間でできること、
つまり顧客価値の創造力を高めることから始
めるのが先決と考えるからである。

Ⅱ	 本特集の進め方

本シリーズは全10回で構成する予定であ
る。ここでは、第 2 回から第10回の概要を整
理する。

	第 2 回　企業理念とリーダーシップ
企業がイノベーションを推進する際には、

その目的や内容が理念やパーパス、戦略と符
合していなければならない。なぜならば、ど
のような目的でイノベーションに取り組んで
いるのかについて、明確な拠りどころがない
と、関係者はイノベーションにかかる幾多の
苦難を乗り越えられないからである。

企業の新規事業組織は、飛び地の領域での
イノベーションを推進しがちだが、それでは
大きな成果を上げることが難しく、責任者は

「割に合わない感」や「やらされ感」を持つ
ようになってしまう。既存事業のトップが無
難に業績を上げて出世しているのに対し、飛
び地領域でイノベーションを担当した新規事
業責任者は昇進が遅れるだけというネガティ
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AGCは、既存事業と新規事業を両立させ
ながらいかに新規事業を伸ばすかという両利
きの経営で知られている。同社は、両利きの
経営を軸とする経営のリーダーシップにより
イノベーションを推進し、ガラス事業からの
転 換 を 果 た し、 現 在 は 素 材 企 業 と し て
CDMO（医薬品受託製造）事業を大きく成
長させている。

富士フイルムホールディングスもまた、フ
ィルムの衰退から会社が危機的な状況に直面
したが、現在はヘルスケアを中心とした事業
に大きく転換している。同社は、技術や顧客
基盤といった強みを棚卸しし、化粧品やメデ
ィカル領域ではAI技術を活用した医療イメ
ージング事業を、ライフサイエンス領域では
バ イ オ 医 薬 品 の 開 発・ 製 造 受 託 で あ る
CDMO事業を成長させている。こうした同
社のダイナミックケイパビリティの背景に
は、トップの強い意思がある。

昭和電工と日立化成が統合したレゾナック
ホールディングスは、「創る」に強い昭和電
工と、「混ぜる」に強い日立化成が一緒にな
り、会社を新しく立ち上げるくらいの大きな
変革を起こしているが、イノベーションを推
進して半導体材料事業を大きな柱にしようと
している。

シリーズ第 2 回では、このような企業の事
例から、大きな成果を生み出すイノベーショ
ンを創出するに際して全社の理念と戦略を浸
透させることの必要性について述べる。さら
に、組織に求められるダイナミックケイパビ
リティを実現するためのトップの意識や活動
浸透がどうあるべきかについて述べる。

ブな感想を持つこともある。このようにモチ
ベーションの低い状態では成果を出すことは
なおさら難しい。社員もこうした状況を見れ
ば「新規事業＝割に合わない」と思うように
なり、既存事業を無難に進める方が得策だと
考えるようになるだろう。

このような組織に共通しているのは、全社
の理念、パーパス、戦略と新規事業組織の理
念、パーパス、戦略が符合していない点であ
る。何のためにその組織が存在しているの
か、どのような価値を創造しようとしている
のかが不明確であるが故に、関係者が納得で
きていないのである。

全社および新規事業組織の理念、パーパ
ス、戦略が一致している先進事例として、ソ
ニーグループやオムロン、AGC、富士フイ
ルムホールディングス、レゾナックが挙げら
れるが、ここではそれらの企業の特徴を簡単
に紹介する。

筆者の見立てでは、ソニーグループは全社
のパーパスと新規事業組織の事業活動は完全
に符合している。同社にとってイノベーショ
ンの原点は「感動」であり、グループが持つ
技術、顧客との接点、顧客体験を創造する力
を、感動を軸に融合することが重要だと考え
ている。目的が極めて明確なのである。

オムロンも同様である。同社は、創業者・
立石一真氏の創業理念の下、「社会課題を解
決する」という企業理念を実践する経営を続
け、その経営力を高めている。同社のイノベ
ーションは、体温計などの製品を供給するだ
けでなく、データとの融合でゼロイベント化
を目指しているように、社会課題解決に向け
た製品・サービスの創出を目指していること
が特徴である。
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	第 3 回　�イノベーションを推進する
組織・人材、プロセスの	
あり方

日本企業の新規事業には、既存事業と離れ
た「出島」で行われる結果、既存の販売チャ
ネルなどを使えず、規模を大きくできないケ
ースがある。

逆に、新規事業部隊を既存事業の中に組み
込んだ場合、既存事業とのスケールの違いか
ら十分なリソースを割り当ててもらえず、規
模を大きくできないケースもある。このよう
に、イノベーションを担う組織、新規事業組
織のあり方には多くの問題がある。シリーズ
第 3 回では、こういった現状の打破に挑戦し
ている事例を紹介する。

ソニーグループでは、10の技術領域で技術
者が地域・事業を横断で束ねている。「技術
戦略コミッティ」といわれるこの組織は、技
術と市場の接点から異なる事業間でリソース
が交じり合うことで、新しい発想による事業
創造を目指している。

キーエンスでは、営業部門の前線が顧客の
潜在的なニーズを発掘することをミッション
としているが、ここで集められた情報を基に
イノベーション推進組織とともに対応策を検
討し、顧客価値の創造につなげている。

日東電工の「三新活動」は、技術、市場、
用途の新規性に対する「染み出し」を繰り返
すイノベーションの取り組みであり、新しい
事業を生み出す原動力となっている。

このように、既存の技術や製品から新しい
用途を開発することは非常に重要である。キ
リンは妊娠中・授乳中の女性も飲むことがで
きるノンアルコールビール「キリンフリー」
を市場に投入し、新しい市場を開発した。ま

た、ヤクルトは「ヤクルト1000」を開発し、
現代人が悩んでいる睡眠の質を向上させると
いう新たな市場を切り開いている。オムロン
は、組織と人材を活かし、イノベーション創
出のプロセスを進化させている。同社のイノ
ベーション本部は、未来志向による社会課題
解決を目指し、既存事業ではできない新しい
事業開発を行っている。

イノベーションを推進するプロセスという
文脈では、沖電気はISO56002の浸透を進め
ることにより会社を大きく変革しようとして
いる。同社はISO56002を導入し、イノベー
ションマネジメントシステムを取り入れ、中
長期の事業創出を支える注力技術の研究開発
やイノベーションの仕組み、そしてこれを実
現するための社内文化を抜本的に改革した。
具体的には、同社が取り組んでいる 7 つの社
会課題解決に必要なすべての要素を、このイ
ノベーションマネジメントシステムによって
整理している。

これらの先進事例の紹介と考察を基に、第
3 回ではイノベーションを推進する組織と人
材、そしてイノベーションのプロセスのあり
方について論じる。「イノベーション＝新技
術」という固定概念から脱却し、市場起点で
価値創造を行う重要性を提言するとともに、
早期に事業規模を拡大させるための仕組みを
提示する。さらに、経営、研究開発部門

（R&D）、事業開発部門（M&Aやベンチャー
投資）、各種事業部門がどのように役割分担
をすべきなのかについても言及する。

第 4回　組織風土のあり方
イノベーションは幾多の失敗を基に生み出

されるものであり、それ故、イノベーション
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摘もある。
一方で、新しい技術を発明しても事業では

成功できないという問題点が指摘されるが、
これにも組織風土が大きく依存している。キ
ャズム（顧客に新しい商品やサービスを浸透
させる際に発生する大きな障害）を乗り超え
るためにはトライ＆エラーを繰り返す必要が
ある。

こうした組織風土に関する問題点を乗り越
えている企業として、レゾナックが挙げられ
る。同社はCEOとCHROが二人三脚で「モヤ
モヤ会議」なる会議を頻繁に開催し、失敗を
許容する組織風土の醸成に向けて試行錯誤し
ている。高橋秀仁社長はこの点について、個
の能力を高めるための人材育成と組織文化を
醸成することでイノベーションが創発され、
企業価値が高まると考えている。そのため
に、共創型コラボレーションを強化するため
の研修なども開いている。モヤモヤ会議で
は、若手従業員20人程度が集まり、普段モヤ
モヤしていることを 3 つほど挙げてもらい、
CEOとCHROがファシリテーションしなが
ら自由闊達に対話を進める。参加者のモヤモ
ヤについては、「一人で解決できる」「みんな
と一緒にバリューで解決できる」「バリュー
で解決できない」というようにグルーピング
し、その後、それらに実効性と重要性という
観点から優先順位をつける。同社はこうした
場づくりをすることで、若手が声を挙げやす
い組織風土づくりに努めている（図 2 ）。

AGCも島村琢哉氏が社長時代に大きな改
革を実施し、同社の未来はどうあるべきかを
自分事として考える場をつくり、若手社員が
意見を言いやすい風土を醸成している。

横河電機の「未来シナリオ」の活動も組織

創出には積極的な失敗が許容される環境が必
要である。しかし、日本企業の問題点として
こうした環境や組織風土が構築できていない
ところが指摘される。それは心理的安全性の
乏しさに通じるものでもあり、イノベーショ
ンの創出に必ずしも適していないといった指

図2　レゾナックのパーパス・バリュー

Purpose／存在意義

化学の力で社会を変える
先端材料パートナーとして時代が求める機能を創出し、

グローバル社会の持続可能な発展に貢献する

Values／私たちが大切にする価値観

プロフェッショナルとしての成果へのこだわり
仕事に情熱と誇りを持つ
実力主義、成果にこだわる

結果、グローバルで認められる一流としての実力を持つ

機敏さと柔軟性
挑戦を称賛し失敗に寛容になる

思考と行動に柔軟性とスピードを持つ
結果、組織としての基本速度をあげる

枠を超えるオープンマインド
互いへの信頼と尊重を示す

オープンに、領域を定めず関わりあう
結果、内外のステークホルダーとの共創を実現する

未来への先見性と高い倫理観
化学と真摯に向き合う

数世代先の未来を見通す先見性を持つ
化学技術への自律した倫理観と

全てのステークホルダーに対する誠実さを持つ

出所）レゾナックWebサイトを基に作成
https://www.resonac.com/jp/corporate/philosophy.html
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土のあり方を提言する。

第 5回　オープンイノベーション
製造業においては、巨額のR&D投資に対

する効果が問われている。日本企業の場合、
R&D投資の成果は企業内のR&Dに大きく依
存している。

ドイツは、日本同様にモノづくりに大きく
依存している国であるが、R&Dの事情は日
本とは異なる。ドイツでは、フラウンホーフ
ァーに代表される研究機構が多くの基礎技術
を担っている。そのため、ドイツ企業はフラ
ウンホーファー研究機構における基礎研究の
成果を応用して事業を効率的に組み立てるこ
とができる。米国でも企業と大学のコラボレ
ーションによるオープンイノベーションの仕
組みが発達しており、米国企業はその成果を
活用して新技術の用途開発、事業開発を推進
している。

日本企業もまたオープンイノベーションを
推進しているものの、十分な成果につながっ
ていない。これにはいくつかの理由が考えら
れるが、前述したように、自前主義が強く外
部技術との連携を好まないことが主たる原因
である。大企業の多くは裾野の広いR&Dを
推進しているため、他社の技術を活用する場
合、自社内にある技術とのバッティングの懸
念からオープンイノベーションを進められな
いという側面もある。

では、大企業とコラボレーションするベン
チャー企業の実態はどうか。日本のインキュ
ベーション市場においては、大きなベンチャ
ー企業が育ちにくく、小粒なIPOが多いのが
実情である。背景には、投資家が早い段階で
採算を合わせようとしたがることが挙げられ

風土の変革にかかる好例である。同社の未来
共創イニシアチブという組織は、当初は人材
育成を目的として設立されたが、同組織が構
築した未来シナリオを通じて、早稲田大学を
はじめとした大学、各種企業とのつながりを
生み出した。この横河電機の事例からは、組
織の中に「バウンダリースパナー」が必要で
あることを学ぶことができる。バウンダリー
スパナーとは、社内外の組織や個人をつな
ぎ、縦横無尽に組織行動に影響を及ぼす役割
である。

イノベーションを生み出す企業風土には、
このバウンダリースパナーは重要な役割を果
たす。また、このバウンダリースパナーと企
業内の各種組織機能を結びつけることで、大
きな成果を生み出すことができる。しかしな
がら、日本企業にバウンダリースパナーは稀
有な存在である。在籍していたとしても企業
内では異質な存在になりがちであり、ほとん
どその資質を活かされることがないというの
が実情であろう。

このため、組織風土改革には、多様な人材
の活用とインクルージョンが求められる。女
性、中途採用者、海外拠点もしくは在日外国
人など、多様な人材で構成するとともに、さ
まざまな意見を受け入れる姿勢も必要とな
る。イノベーションを生み出すには、そうし
た組織が限りなくピボットを繰り返し、さま
ざまな外部とのネットワークやチャネルを開
拓し、そして内部組織との調整と融合を繰り
返しながらトライ＆エラーを重ねることが望
ましい。失敗を許容し、愛でる風土が何より
必要となる。シリーズ第 4 回では、こうした
問題意識の下、上記の先進事例を詳述しなが
ら、イノベーション推進するうえでの組織風
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開されている。また、クボタのアグジャンク
ションへの投資も、農業をICT化するビジョ
ンを実現するアライアンスとして狙いが極め
て明確な成功事例である。

ソニーグループも社内にCVC組織を持ち、
迅速な意思決定を行っている。同グループの
イノベーションにとって重要なことは、前述
したように感動の創出であり、そのために

「感動バリューチェーン」を具体化し、コン
テンツが生み出され、顧客が体験し感動する
までのプロセスで、どこに価値が最も大きく
存在しているのかを捉えている。

そして時代の変化に合わせ、感動バリュー
チェーンを描き直し、投資対象を変更してい
る点が特徴的である。テレビを受信波で視聴
していた時代はトリニトロンテレビを、録画
をして時間を問わず視聴することを可能とし
たβマックスを対象に投資してきた。その
後、好きな時間に視聴できるようになった高
速インターネット時代には、ブロードバンド
の肝となる技術を持つGaikai社を買収し、視
聴の形態を問わず感動の源泉となるコンテン
ツIPへの投資を行っている。こうした買収と
投資は、同グループが目標とする事業の姿に
対して、経営陣の間でコンセンサスが取れて
いるからこそ実現できているといえる。

将来的には、企業が自社内だけでなく外部
人材に対するイノベーションの場を創造し、
その企業の経済圏を広めることも必要とな
る。DeNAは「デライト・ベンチャーズ」と
いう仕組みにより、社員からの事業創造だけ
でなく、外部人材のインキュベーションを支
援している。いってみればそれが日本におけ
るインキュベーション基盤となり、将来的に
同社の大きな経済圏となることでイノベーシ

る、そのため、起業家も中長期を見据えなが
ら事業を大きく育てられずに、小規模なIPO
を出口としてしまう傾向がある。設立10年以
内で評価額が10億ドルを超えるユニコーン企
業の数は、日本では2023年 4 月時点で 6 社で
あり、米国の653社，中国の176社と比較して
格段に少ない。

ベンチャー企業には、大企業にはない新し
い事業を創出する強い意欲と社会課題解決に
対する強い意欲がある。大企業はもっとベン
チャー企業との協業を増やし、不足要素を取
り込むべきである。この観点でいえば、オム
ロンのJMDCとのアライアンスは、社会課題
解決を推進するものとして目的が非常に明確
な好事例といえる。

また、日本の大企業が日本だけでなく海外
のベンチャー企業に投資を行うCVC（コー
ポレート・ベンチャー・キャピタル）につい
て見てみたい。その多くはシリコンバレーな
どに拠点を持つが、何を目的とした投資であ
るかが明確ではないことに加え、投資に対す
る意思決定の遅さが問題点として指摘されて
いる。また、日本企業の多くはシリコンバレ
ーコミュニティに入り込めておらず、有望な
ベンチャー企業に関する核心を突いた情報を
入手できていない。シリコンバレーなどから
投資案件を日本本社に投げても温度差がある
ため話が進まないなど、日本企業のCVCは
多くの問題を抱えているのが実情である。

そうした中、日本企業の成功例としてコマ
ツが挙げられる。同社のCVCの目的は、「ス
マートコンストラクション」などのデジタル
技術により、施工現場を大きく変革すること
である。そのため、投資に対する意思決定が
速く、効果的なオープンイノベーションが展
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事業部門が自らの戦略の中核に位置づけ、主
体的に推進しているところが特徴である。さ
らに事例の考察を基に、サステナビリティを
起点としたイノベーションの醸成に向けて、

「バックキャスティング思考での社会課題解
決」「多様性への受容性を高めるイノベーシ
ョン推進」について提言する。

第 7回　�デジタル活用による	
イノベーションの促進　	
①ビジネスモデルの革新

イノベーションを推進するうえでデジタル
活用は欠かせないが、日本企業はこの点で大
きく立ち遅れていることが指摘されている。
製造業は過去の成功体験から、売り切りの発
想から抜け出せていないところが多い。その
ため、販売部門とサービス部門が分離された
ままのケースもあり、イノベーションの推進
における大きな障害になっている。そこで求
められるのが、データを活用したビジネスモ
デルの革新である。

たとえば、シーメンス、シュナイダーエレ
クトリック、ジョンディアといった企業は、
データを活用し、ビジネスモデルを大きく変
革 し て い る。 シ ー メ ン ス は、「MindSpe-
here」によりIoTプラットフォーム事業を推
進し、さまざまな企業を買収してPLMを中
心とした製造業向けのデータソリューション
を強化している。シュナイダーエレクトリッ
クも「EcoStrucutre」というプラットフォー
ムを展開し、特にデータセンター向けのソリ
ューションに強みを持つ。また同社は、産業
用ソフトウエアプロバイダーのAVEVA社な
ど、さまざまな企業を買収することで、もと
もと強いブレーカーやスイッチなどのハード

ョン力を高めようとしている。
シリーズ第 5 回では、日本の大企業がベン

チャー企業や大学との連携を通じて、どのよ
うにしてイノベーション力を高めることがで
きるのかについて考察する。具体的には、上
記した先進事例を詳述するほか、ベンチャー
企業への投資を促進している産業革新機構へ
のインタビューを実施した。自社が解決した
い社会課題や戦略に基づいた出資、ベンチャ
ー企業との連携のあり方について、さらに
は、企業の経済圏形成に向けたインキュベー
ション基盤構築のあり方について提言する。

第 6回　�サステナビリティと	
イノベーション

日本企業もESGやSDGsを声高に叫ぶよう
になり、サステナビリティは経営と一体に推
進すべきという意識が確実に高まっている。
しかし実際は、事業戦略と別建てで報告書向
けにサステナビリティが議論されていること
も多い。

本社が主導するサステナビリティ戦略で
は、事業部門の主体性は醸成されない。事業
部門が事業戦略を立案していくための社会課
題の捉え方、解決すべき課題として、サステ
ナビリティの観点で検討し、事業戦略と一体
で考えることが必要になる。

サステナビリティと事業戦略を一体化させ
ている事例として、シリーズ第 6 回では、ソ
ニーグループが実施しているアクセサビリテ
ィへの取り組み、リクシルが進める新興国で
のトイレの普及事業、また丸井グループが推
進する多様性とイノベーション、インパクト
投資について詳述する。これらの取り組みは
事業戦略と一体となっており、事業者である
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人材や組織の強化という点では、日立製作
所、任天堂、ソニーグループはデザイン思考
による事業開発に舵を大きく切っている。そ
れを実現するには、顧客体験という考え方を
強く浸透させていく必要がある。顧客体験と
いう視点でデータを融合し、その結果から活
動を起こせる人材や組織が求められる。その
ため、マーケティング、販売、サービスとそ
れぞれ機能が分かれている組織ではなく、そ
れらが融合した活動をする組織にしなくては
ならない。

知財に対する考え方もオープン＆クローズ
の戦略を取るべく、戦略的に守るべき領域と
オープンで取り組むべき領域を分け、エコシ
ステムを構築しなければならない。人材に求
める役割を明確にし、個々人へのキャリア意
識の醸成とともに人材育成のための教育・任
用により、人をストレッチさせながら育てる
仕組みが求められてくる。

第 9回　無形資産の考え方
日本企業は、無形資産に関する考え方の弱

さが知的資産に関する捉え方の狭さへとつな
がっている。常に新しい技術を求めようとす
るのは、そうした考え方によるものである。

電子決済を可能としたQRコードは、デン
ソーが発明したものである。しかし、それを
大きく商業利用したのは中国企業である。露
店などの小さな店舗でも電子決済を可能とす
ることで爆発的に普及した。このように日本
企業は、新しい技術を発明できるが、その活
用が不得手である。利活用を視野に入れてイ
ノベーションを推進するには、技術だけでな
く、ソフトウエア、用途の開発、顧客や調達
先とのネットワーク、販売ノウハウ、ブラン

ウエアに加えて、ソフトウエアによる制御、
クラウドによるデータ管理とマネジメントと
いった領域を強化している。農機メーカーの
ジョンディアは、データに基づき、より生産
性の高い農業を実現するなど、ITによる農
業革新を推進している。もちろん、日本にも
コマツ、日立製作所、クボタといった先進事
例はあるが、その数はまだ少ない。

イノベーションは製品そのものではなく、
顧客の体験という観点から考えられるべきで
あり、顧客が抱えている課題に対する深い洞
察が求められる。洞察を通じて、顧客体験を
どのように刷新できるかという視点でイノベ
ーションを推進しなければならない。そのプ
ロセスにおいて、顧客体験に関するデータを
可視化できるデジタル技術はビジネスモデル
の革新に必須である。さらに、何をオープン
にして何をクローズにすべきなのかというス
タンスを持ちつつ、幅広い企業とのエコシス
テムを構築し、データの価値を高めていかな
ければならない。そのことがさらに質の高い
顧客体験の創出につながるからである。

シリーズ第 7 回では、ビジネスモデル変革
の手段としてどのようにデジタルを活用し、
イノベーション創出を進めるのかについて、
顧客体験の視点から考察する。

第 8回　�デジタル活用による	
イノベーションの促進　	
②人材と組織

シリーズ第 8 回は、イノベーションの基盤
であるデジタル化における人材と組織の問題
について述べる。デジタルを用いて顧客体験
を刷新し、データ事業を推進するためには、
人材と組織の強化が不可欠だからである。
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や事業成長を顧客と協創するビジネスモデル
をより強く推進することである。こうしたビ
ジネスモデルを同社は「Lumada」と称して
おり、Lumadaを軸としてグローバル規模で
の成長を目指している。ソニーグループも前
述した「感動バリューチェーン」という考え
方の下、無形資産の強化を進めている。

シリーズ第 9 回では、こうした企業の事例
から無形資産を強化する方向性について考察
する。具体的には、知的資本に関する考え方
を再定義すること、それに基づき技術戦略を
再構築することについて言及し、どのような
価値を創造し提供していくのか、どのような
価値創造プロセスを実現するのか、そのため
にどのようなパートナーと推進することが必
要なのかについても提言する。

第10回　�まとめ：イノベーションを
促進するために

第 9 回までの内容を第10回でまとめ、経営
の視点から企業としてイノベーションを推進
していくためには何を変革すべきなのか、何
から着手すべきなのかについて述べる。

著 者

青嶋  稔（あおしまみのる）
野村総合研究所（NRI）フェロー
米国公認会計士、中小企業診断士
専門はイノベーション、組織構造改革、PURPOSE
＆VALUES策定、買収統合、PMI、自動車、精密、
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ドなどの知的資産が重要な要素となる。
そのためにはまず、ビジネスモデルを明確

に描き出すことが必要である。実現したい価
値に対して、自社が持つ顧客や設備稼働など
のデータ、ノウハウ、サプライヤー、あるい
は顧客のネットワークといったさまざまなも
のを組み合わせて価値提供するプロセスへと
落とし込むことが求められる。これが価値創
造プロセスとして明文化され、社内外に発信
されていくことが望ましい。こうした活動の
積み重ねが企業にとってのブランド価値へと
つながる。このブランド価値は社外だけでな
く、社内つまり社員にとってはインターナル
ブランディングとして社員のエンゲージメン
トを高め、人的資本を高めることにもなる。

知的資産を広く捉え、それらの有機的融合
に向けて一歩踏み出せている企業として、日
立製作所、ソニーグループが挙げられる。両
社は知的資産に対する考え方が広く、知的資
産を事業の拡大に有効に活かしているところ
が特徴である。日立製作所は、知的財産をデ
ータ、著作権、営業秘密、意匠、ノウハウ、
商標、ブランド、特許などと広く捉え、それ
らを知財戦略で束ね、イノベーションによる
顧客価値向上につなげようとしている。その
取り組みをリードするため、スティーブン・
マネッタ氏がCIPOとなり、企業価値を高め
るための知財ポートフォリオの強化を推進し
ている。

同社が目指すのは、同社が推進するITと
OT（オペレーショナルテクノロジー）の融
合を通じ、データに基づいて顧客の課題解決


